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  Environmental destructions caused by military activities (“military 
environmental problems”), though these cause serious damages, don’t have taken up as 
academic research subject. Because getting information on military environmental 
problems is difficult. To solve this difficulty we use U.S. Freedom of Information Act. In 
this paper I adopt “political economy on pollution” developed by Professor Shigeto Tsuru 
and so on as analysis method. Through analysis on released documents and 
examination on U.S. Department of Defense’s policy on cleanup, we find three problems 
on influence to environment, two problems on getting information on military base 
pollution, one problem on cleanup. 
  First we have to know pollution condition comprehensively through the 
military base investigation. Second we have to demonstrate case and responsibility on 
military base contamination. Third we have to require U.S. forces to cleanup at 
appropriate level. Through above we have to resolve military base pollution problem. 
When we consider as scholarship, we have to deepen theory on damage, cause, and 


















自由法（Freedom of Information Act）を活用することも可能となっている。とくに米国で
は、強力な環境 NGO 等が存在していることもあって、軍事環境問題のなかでも軍事基地に
ともなう汚染（以下、単に基地汚染）をめぐる関係情報が少なからず入手可能となってい
る。情報自由法を利用し、2006 年 6 月 20 日に横田基地の汚染情報に関する資料の公開を



































  公開された資料によると、 1999 年 9 月 30 日から 2006 年 5 月 10 日までの約 7 年間に 90
件の漏出事故が横田基地で発生している。それらを、漏出量別、環境事故調査委員会
（Environmental Incident Investigation Board：以下、EIIB）報告書の有無別に整理した
ものが表 1 である7。事故発生時に組織されるEIIBは、事故の部類によってメンバーが異な
るが、すべて米軍関係者のみによって構成される8。 
  報告書の作成義務の導入にもかかわらず、一年間の事故総件数が不明な 1999 年と 2006




  EIIB報告書は、汚染除去に要する費用、 「POL（petroleum, oil and lubricants）9」の放
出量、環境や人間の健康への危険度などの観点から 4 つの部類に分けられる（表 2） 。最も 
 
表 1．横田基地の漏出事故の件数（漏出量別、報告書の有無別）    単位：件
        1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006  計 
事故総数   4  11 4 7 14 16 28  6  90
漏出量 10,000 以上  0  000010  0  1
（ガロン）  1,000-10,000  0 0 0 1 0 0 1 0 2
  100-1,000  0 0 3 2 1 0 0 0 6
  100 未満  3 8 1 3 13 15 26 6  75
    不明  1  301001  0  6
EIIB 報告書  有  0  033121  0   1 0
    無  4 11 1 4 13 14 27  6 80
出所）2006 年 8 月 10 日に情報公開された米太平洋空軍の資料より作成。 
注）1 ガロンは、3.785 リットルに相当する。 
 3表 2．部類分けの基準の一部 









汚染軽減に 5 万～20 万ドルの
費用を要する汚染物質の放出 
1千～1万ガロンま















   
出所）Pacific Air Forces（2002）より作成。 
 
深刻な汚染を引き起こした漏出事故が部類 1 とされる。漏出事故の発生時、それぞれの観
点の基準をもとに米司令官が事故の部類を決定する。部類 1、2、3 に認定されると EIIB 報
告書が作成される。部類 4 に認定された場合には基本的に EIIB 報告書は作成されないが、
例外もある。EIIB 報告書が作成された漏出事故は、約 7 年間で 10 件であり、このうち部
類 1 が 1 件（2004 年） 、部類 2 が 2 件（2002 年と 2005 年） 、部類 3 が 7 件となっている。
これは、ほぼ漏出量別の分布と一致している。 
部類 1 の漏出事故では、最も詳細な EIIB 報告書が作成される。事故への対応などをより
詳細に検討するために、次節 3 では、漏出量が最も多く、詳細な記述がなされている二つ
の事故を取りあげる。 
  なお、横田基地の場合、事故で漏出する汚染物質のほとんどはPOLである（図 1） 。なか
でも、 「JP-8 10」が 50 件と多く、全体の 56%ほどを占めている。横田基地は空軍基地であ
るため、航空機の燃料による漏出事故が多くなっている。 
 










出所）2006 年 8 月 10 日に情報公開された米太平洋空軍の資料より作成。 




れらで全体の 3 分の 1 ほどを占めている。 
 
3．事例紹介 
  EIIB報告書は、a．概要（narrative） 、b．事故の日時、c．事故の場所、d．放出された
有害物質の種類と推定量、e．事故の原因と再発防止のための提案、f．汚染源の消去と汚染
物質の除去のためにとられた活動、g．緊急時の対応に関する教訓、h．除去活動の費用と
推定完了日、i．提案された環境航空情報（Proposed environmental NOTAM（Notice to 
Airmen） ）11という項目から構成されている。2 つの事故のEIIB報告書の記述内容を以下に
要約した。20,900 ガロンのディーゼル燃料漏出事故は部類 1 として、2,400 ガロンのJP-8






















が始まったとみられる。すなわち、2004 年 8 月 30 日の 10 時 30 分から 13 時 30 分の間に
 5漏出が始まった。 






  横田基地から北東に約 15 キロの場所にある所沢通信基地で事故は起こった。漏出した場




  20,900 ガロンのディーゼル燃料が漏出した。 
 
e．事故の原因と再発防止のための提案 





















 6  後日、ディーゼル燃料を吸収した土壌は、掘り起こされ、処理された（項目 h を参照） 。  
 
g．緊急時の対応に関する教訓 








2004 年 11 月中旬までに、 汚染が明らかなすべての土壌は掘り起こされて、 処理された。
処理費用には 144 万ドルを要した13。 
 
i．提案された環境航空情報 
  環境事故調査委員会は、太平洋空軍の基地で 2000 年から 2003 年までの間に同様の事故
が少なくとも 4 件あることを確認している。それらは、太平洋空軍／工兵中隊環境部のウ
ェブ・ページの NOTAMS で叙述されている。4 件のうち 3 件の事故原因は、デイ・タンク
内のディーゼル燃料の液面の高さを制御する装置の機能不全である。 
 
3－2．2,400 ガロンの JP-8 漏出事故 
a．概要 
2005 年 7 月 8 日 14 時 30 分頃、374 工兵中隊（374th Civil Engineer Squadron）の職
員が374兵站即応中隊 （374th Logistics Readiness Squadron） のPOL場にある建築物4115




に 2,400 ガロンの JP-8 が放出されたとみられる。漏出物は、建築物 4115 にある電気関係
の導管に入り、POL 場にある 7 つのマンホール内を移動した。吸収パッドを使用して約
2,800 ガロンの JP-8 と水の混合物を回収した。マンホールの 2 つは、周辺の土壌にマンホ
ールの穴から水を排出するフランス型の排水管であった。ただし、水のほうが JP-8 より比





  漏出は、2005 年 7 月 8 日 14 時 30 分頃に発見された。発見されたとき、供給ポンプはま
だ動いており、デイ・タンクへ JP-8 を送り続けていた。漏出事故の前にデイ・タンクに残








  事故は、374 兵站即応中隊の POL 場にある建築物 4115 で生じた。7 月 7 日の 15 時 37




  2,400 ガロンの JP-8 が漏出した。 
 
e．事故の原因と再発防止のための提案 
  事故の最大の原因は、POL 場への雷の直撃だと思われる。雷の直撃が、デイ・タンクへ








  374 工兵中隊と 374 兵站即応中隊の職員が漏出物を含ませる吸収材を使って、電気関係
の導管を掃除した。JP-8 と水が 7 つのマンホールからポンプで引き上げられた。JP-8 がマ
ンホールの中の水と混じったため、約 2,800 ガロンの JP-8 と水の混合物が回収された。水










  本件で要した費用の分類は以下の通りである。 
・JP-8 喪失の推定費用：1.74 ドル／ガロン×2,400 ガロン＝4,176 ドル 
・吸収材の廃棄費用：48 ドル 
・被害を受けた装置の買替費用：6,370 ドル 
  総計で約 10,600 ドルである。 









他的使用権は、日米地位協定 3 条 1 項で定められている。これによって、日本の環境法、
米国内の環境法などの適用を米軍は免除されている。環境調査名目での在日米軍基地への
立ち入り調査が困難なのも16、米軍の排他的使用権が認められているためである。日米地位






















つまでは、米軍はなんら規制を受けない状況が続いた（図 2） 。 





海外環境基本指針文書（Overseas Environmental Baseline Guidance Document）から派
生した環境管理基準（Environmental Governing Standard）が適用される17。一方、過去










  海外基地の汚染除去に関する国防総省の文書でもっとも重要なものは、1998 年 2 月 2 日
公布された国防総省規則 4715.8「海外における国防総省の活動に対する汚染除去
（Environmental Remediation for DOD Activities Overseas） 」 である。 この文書によって、
運用中・閉鎖後の両方の基地を対象とした包括的な汚染除去政策が示された。国防総省規
則 4715.8 では、 「一般に明らかになっている、人間の健康と安全に対して切迫し実質的な












 10表 3．米海外基地における汚染除去の範囲と水準 




















る。結果として、国防総省規則 4715.8 では、米軍に最高度の裁量が与えられている。 
  環境管理基準、国防総省規則 4715.8、地位協定の内容を反映すると、海外基地における


























汚染による周辺住民や環境へ影響に関する問題点として、以下の 3 点があげられる。 
  EIIBの資料からわかるように、少なくとも 1999 年 9 月 30 日から 2006 年 5 月 10 日ま
での期間において、日本環境管理基準に基づいて、有害物質・廃棄物の管理、事故後の汚
染の除去、事故の原因究明・再発防止に米軍は相当の注意を払っている。在日米軍が基地
内でほぼ何の制約もなく有害物質を扱っていた 1980 年代までと比べると、 このことは評価










  第二に、過去の汚染の問題がある。前述したように、今回公開された資料には、1999 年
9 月 30 日から 2006 年 5 月 10 日までの期間の漏出事故が記されていた。しかし、情報公開
請求の際に、 期間は指定されていない。 つまり、 1999 年 2 月 24 日に太平洋空軍指令 32-7001





り行っていなかった。たとえば、1947 年、当時の立川市砂川町の中里など 3 地区の井戸水
に可燃性の油が湧出して飲用できなくなったのを発端として、1967 年には昭島市で、1973




























































2．林・大島（2006）pp.308-310 を参照。2006 年 12 月に現地の NGO の方にヒアリング






7． 太平洋空軍指令 32-7001 が発せられた 1999 年 2 月 24 日以降 （2000 年 4 月 24 日改定） 、
太平洋空軍基地における漏出事故の原因を特定し同様の事故の再発を防ぐ目的で、EIIB
が報告書を作成するようになった。 













11．太平洋空軍の工兵中隊環境部（Civil engineer Environmental flight）がこれまでに記
録してきた汚染事故の報告書集のようなものだと考えられる。 










完了日は、2004 年 12 月 20 日である。最終的には 150 万ドル（約 1 億 9,600 万円）の
汚染除去費用を要した。 
14． 「スーパーファンド法」とは、1980 年制定の包括的環境対処・補償・責任法
（Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability Act） と1986





年 11 月 20 日の国防総省規則 6050.16「海外施設における環境基準の設定と実行に関す
る国防総省の政策（DOD Policy for Establishing and Implementing Environmental 
Standards at Overseas Installations） 」によって、各受入国で環境管理基準が作成され
るようになった。環境問題に対する意識の高まり等から、日本では 1995 年 1 月に初め
て作成され、その後 2006 年 9 月までに 6 回改定されている。日本環境管理基準では、
「米軍は実際に適用されているアメリカ環境法、日本環境法、地位協定とそのほかの国
際協定と一致した基準」の達成が掲げられている。 







23．日米地位協定の場合、18 条 5 項で請求権が規定されている。裁判などにより汚染除去







25．1993 年 10 月 22 日、横田基地で演習中に推定 68,000 リットルという大量のジェット
燃料が漏出し、土壌を汚染するという事故が発生している（梅林 2002） 。しかし、今回
情報公開された資料では、この事故のことは触れられていなかった。1999 年 9 月 30 日
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